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　第一部会衛星系分科会においては、平成元年7月3日付け第一部会決定「宇

宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について」に基づき、平

成2年度の宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させるべき事項について審議

を行ってきたが、その結果をとりまとめたので報告する。

　　　　　　　　　　　　　　　目　　　次

1．科学の分野

　1．第16号科学衛星（MUSES－B）

　　　　の打上げ年度等の変更について

　2．粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SEPAC）

　　　　の実施年度の変更について

H．観測の分野

　1．地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）の開発

　陰2．成層圏オゾン等の観測機器の開発

　3．炭酸ガス等の温室効果気体観測システムの開発

　4．極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システム

　　　　の研究開発について

　5．研　究

　　　（1）　熱帯降雨観測ミッシ9ヨン（TRMM）

　　　（2）　地球環境遠隔探査技術の研究

　　　（3）　地球環境グローバルモニタリングシステムについて

　　　（4）　静止運輸多目的衛星についての研究

皿．通信の分野

　1．通信衛星4号（CS－4）の開発

　2．実験用データ中継・追跡衛星（EDRTS）の開発研究

rv．人工衛星系共通技術の分野

　1．技術試験衛星VI型（ETS－VI）の開発
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1．科学の分野

要望　さ　れた事項・ 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

1．第16号科学衛星（MUSES－B）の打 1．第16号科学衛星（MUSES－B）は、大型精密展開構造機構等の 第16号科学衛星（MUSES－B）につ
ち上げ年度等の変更について 研究及び人工衛星を用いた塾長基線干渉計（VLBI）に必要な位相同 いて、弓長基線干渉計（VLBI）衛星とし

（文部省） 期等の試験を行うことを目的とする衛星であり、M－3SHロケット1と て大型精密展開構造機構等の研究及び電波天

より平成5年度に打ち上げることを目標に平成元年度に開発に着手した 文観測を実施するために当初計画を上回る大

第16号科学衛星（MUSES－B）につ ところである。 型化を図る必要があり、このため、M－Vロ

いては、平成5年度に打ち上げることを目標 ケットの開発を待って、平成6年度に同ロケ

に開発を行ってきたが、本格的なVLBI衛 2．大型のパラボラアンテナは、これらの研究・試験のための最重点研究 ットにより打ち上げることは妥当である。

星として大型精密展開構造機構等の研究およ 課題であり、アンテナ径に関して、現行計画の5mからさらに大型化で

び電波天文観測を実施するためには、当初計 きれば、大型構造物の展開機構、高精度の鏡面を形成する技術及び姿勢

画を上回る大型化を図る必要があり、このた 制御に関する研究の意義は格段に増大する。

め、M－Vロケットの開発をまって、平成6 また、VLBIに関する実験を行うに当たって、アンテナ径を10m

年度に同ロケットにより打ち上げることとし 級に大型化し、また、遠地点高度を現行計画の1万kmから2万kmに

たい。 高あることができれば、活動銀河中心核等数多くの天体の高解像度・高

感度の観測が可能となる。

3．これらのことから、第16号科学衛星の大型化をはかり、M－Vロケ

ットの開発を待って平成6年度に打ち上げることは、打上げの年度を1

年変更することになるが、本格的なVLBI衛星としての研究が可能と

なることから有意義である。
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要望さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

2．粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SE 1．粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SEPAC）については、平成 粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SE

PAC）の実施年度の変更について 3年度（1991年5月2日）た打ち上げが予定されていたスペースシ PAC）について、その打上げ年度を平成3

（文部省） ヤトルを利用して再実験を行うことを目標にその準備を進めてきたとこ 年度から平成2年度に変更することは妥当で

粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SE ろである。 ある。

PAC）は、プラズマ及び電子ビームを放射

することにより、オーロラの発光機構、プラ 2．本年6月にスペースシャトルの打上げスケジュールが改定され、打上

ズマ中の荷電粒子の運動及び電磁波動の励起 げ年度が平成2年度（1991年3月28日）に変更された。

等を解明することを目的とするもので、平成

3年度に打ち上げが予定されているスペース 3．このため、粒子加速装置を用いた宇宙科学実験（SEPAC）につい

シャトルを利用して再実験を行うことを目標 て、平成3年度から平成2年度に変更し、準備を進めることは適当であ

にその準備を進めてきたが、スペースシャト る。

ルの打上げスケジュールの改訂に伴い、その

実施時期を平成2年度に変更したい。
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皿．観測　の分　野

要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

1．地球観測プラットフォーム技術衛星（AD 1．近年地球的規模の環境問題が世界的に重要な問題となってきており、 地球環境のグローバルな変化の監視につい

EOS）の開発 衛星による地球観測の重要性が高まってきている． て、国際的貢献を図るとともに、海洋観測衛

（科学技術庁） 星1号（MOS－1）、海洋観測衛星1号一・

2．海洋観測衛星1号（MOS－1）、地球資源衛星1号（ERS－1） b（MOS－1b）及び地球資源衛星1号（

地球環境のグローバルな変化の監視につい の開発により、センサ技術、利用技術等、我が国の地球観測技術基盤が ERS－1）の地球観測技術の維持、発展を

て、国際的貢献を図るとともに、海洋観測衛 築かれつつあり、さらに効果的な地球観測の実現のために、センサの高 図るほか、地球観測プラットフォーム等の将

星1号（MOS－1）、海洋観測衛星1号一・ 性能化及び観測データの継続性の確保に留意しつつ、これらの技術の維 来型衛星の開発に必要とされる技術及び地球

b（MOS－1b）及び地球資源衛星1号（ 持・発展を図ることが重要である。 観測データ等の中継に必要とされる技術の開

ERS－1）の地球観測技術の維持、発展を また、地球観測については、国際的に協力して進めることが重要であ 発を行い、併せて地球観測分野における国際

図るほか、地球観測プラットフォーム等の将 り、観測データの利用のみならず、観測センサ搭載機会の提供等国際協 協力の推進を図ることを目的とする地球観測
、

来型衛星の開発に必要とされる技術及び地球 力を進めることは意義が大きい。 プラットフォーム技術衛星（ADEOS）に

観測データ等の中継に必要とされる技術の開 ついて、これまでの開発研究等の成果を踏ま

発を行い、併せて地球観測分野における国際 3．将来的には、衛星の大規模化、ミッションの多様化への対応のため、 えて、平成6年度にH－Hロケットにより打

協力の推進を図ることを目的とする地球観測 プラットフォーム型衛星の開発が必要となるものと考えられ、このため ち上げることを目標に開発に着手することは

プラットフォーム技術衛星（ADEOS）に の技術の開発が必要である。また、地球観測データ等の中継技術の確立 妥当である。

ついて、ζれまでの開発研究等の成果を踏ま のため、技術試験衛星VI型（ETS－VI）等を利用した実験を行うこと

えて、平成6年度にH－1ロケットにより打 が必要である。

ち上げることを目標に開発に着手したい。
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要 望 さ れ た 事 項 審　　議　　内　　容 審 議 結 果

4．以上の観点から、地球環境のグローバルな変化の監視について、国際

的な貢献を図るとともに、MOS－1、MOS－1b及びERS－1の

地球観測技術の維持・発展を図るほか、将来型衛星の開発に必要とされ

る技術及び地球観測データ等の中継に必要な技術の開発を行い、併せて

地球観測分野における国際協力の推進を図ることを目的としたADEO

Sについて、これまでの開発研究の成果等を踏まえて、平成6年度にH

一Hロケットにより打ち上げることを目標に開発に着手することは有意

義である。

一4一



要望　さ　れた事項 審．　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

2．成層圏オゾン等の観測機器の開発 1．近年、フロン等による成層圏オゾンの減少の地球環境に与える影響が オゾン層の保護に関する観測を実施し、一地

（環境庁） 問題化し、国際的にオゾン層の状況等の観測、監視等が求められている 球的規模の環境監視に資するため、宇宙開発

中で、これらの問題に対する科学的知見の集積を図り、国際社会への貢 事業団による地球観測プラットフォーム技術

オゾン層の保護に関する観測を実施し、地 献を図ることが重要である。 衛星（ADEOS）本体との整合性に関する

球的規模の環境監視に資するため、地球観測 2．このような状況から、我が国として地球環境保全に貢献するため、こ 検討を踏まえた上で、ADEOS搭載に向け

プラットフォーム技術衛星（ADEOS）に れまでの研究成果を踏まえ、成層圏オゾンの減少に最も敏感な南・北極 ・て、主として成層圏オゾンの観測を行うため

搭載する成層圏オゾン等の観測機器の開発に 地方を中心にオゾン層等の観測を行い、我が国独自のデータやこれに基 の観測機器の開発に着手することは妥当であ

着手したい。 つくオゾン層将来予測データの取得及び提供を行うとともに、オゾンの る。

生成、消滅機構の解明を進める必要がある。このため、宇宙開発事業団

による地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）本体との整合

性に関する技術的検：討を踏まえた上で、ADEOS搭載に向けて、オゾ

ン及びオゾンの生成、消滅に密接に関係する大気微量成分の高度分布を

測定するための改良型大気周縁赤外分光計及び地上からのレーザ光を反

射することにより地上・衛星間のオゾン等の全量を測定するためのレー

ザ反射用リトロリフレクタについて、開発に着手することは重要である　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

3．なお、本センサにより取得されるデータ、知見は、地球環境の保全、

地球科学技術の推進のために重要であり、広範な研究者に積極的に提供

してゆくことが必要である。
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要

開発

（通商産業省）

望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

ス等の温室効果気体観測システムの 1．温室効果による地球温暖化問題は、人為的な化石燃料消費が主要原因

ﾅあると考えられており、将来的に全地球的な気温の上昇、それに伴う

　地球的規模の環境問題への対応に資するた

ﾟ、宇宙開発事業団による地球観測プラット

　地球的規模の環境問題への対応に資するた

め、ADEOS衛星搭載に向けて炭酸ガス等

の温室効果気体の地域・高度分布を観測する

ことを目的とする温室効果気体観測センサ（

IMG（仮称））の開発に着手したい。

海面の上昇、気候変動が起こり、広範囲にわたる深刻な被害を招来させ

ることも懸念されている。エネルギー政策の健全な発展のためには、こ

の問題を長期的にとらえ、被害の顕在化を未然に防止するたあの合理的

で有効な対策の検討を進める必要がある。

2．このような状況において、主として炭酸ガスの水平分布の観測を全地

球的に行うため、宇宙開発事業団による地球観測プラットフォーム技術

衛星（ADEOS）本体との整合性に関する技術的検討を踏まえた上で

、ADEOS搭載に向けて炭酸ガス等の温室効果気体観測センサの開発

を行うことは有意義である。

フォーム技術衛星（ADEOS）本体との整

合性に関する検討を踏まえた上で、ADEO

S搭載に向けて主どして炭酸ガスの観測を行

うための温室効果気体観測センサの開発に着

手することは妥当である。

3．炭酸ガス等の温室効果気体に関する継続的な観測、全地球的な循環メ

カニズムの解明等は、地球科学技術の推進のためにも重要であり、本圃

　ンサにより取得するデータ、知見を広範な研究者に積極的に提供するこ

とが必要である。
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要望　さ　れた事．項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

4．極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観 1．入工衛星による資源探査は、地球表面の経済的、効率的かつ大局的な 平成8年度に打上げ予定の米国航空宇宙局

測システムの研究開発について 把握に極めて有効であり、石油・天然ガス、鉱物等の地下資源の探査に （NASA）の極軌道プラットフォーム1号

（通商産業省） 利用されている。 に搭載する資源探査用将来型センサの開発研

究に着手することは妥当である。

平成8年度に打上げ予定のNASAの極軌 2・我が国においても・平成3年度打上げ予定の地球資源衛皐1号（ER

道プラットフォーム1号に搭載する資源探査 S－1）において、マイクロ波の合成開ロレーダ及び8バンドの可視近

用将来型センサの開発研究に着手したい。 赤外センサによる観測が行われることとなっているが、ERS－1のミ

ッション期間終了後においてもさらに観測精度等の向上を図り、観測を

行うことは有意義である。

3．このような観点から、平成8年度打上げ予定の米国航空宇宙局（NA

SA）の極軌道プラットフォーム1号の搭載に向けて、光学センサに関

し、多バンド化、分解能向上等を図った資源探査用将来型センサの開発

研究に着手することは有意義である。
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要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

5．研　　究 1．全地球的な降雨観測を行うことは、熱帯地方の積雲対流に伴う降雨に 宇宙からの地球的規模の降雨観測等に必要

（1）熱帯降雨観測ミッション（TlRMM） よる大気への潜熱の放出が大気大循環の駆動源の一つであること及び海 な熱帯降雨観測ミッション（TRMM）につ

洋における大量の降雨が海面水温分布を変え対流や海流に大きな影響を いて、その衛星搭載用レーダのクリティカル

熱帯降雨観測ミッション（TRMM）の研 与えるものであることから、局地的、地球規模的な気象・気候の変動を コンポーネントの試作等の研究を進めるとと

究 解明してゆく上で重要なことである。 もに、降雨レーダと衛星本体のインタフェー

（科学技術庁） ス及び衛星とH－Hロケットのインタフェー

熱帯降雨の観測によって、全地球的規模の 2．熱帯地域、とくに海洋上の広範囲にわたる降雨の観測は、地上の観測 ス等の研究を行うことは妥当である。

エネルギー収支のメカニズムを解明すること 点が極めて少なく、人工衛星による観測が唯一の手段であると考えられ

等を目的とする日米共同の熱帯降雨観測ミッ 、また、地球環境の問題が世界的に重要な問題として認識されている現

ション（TRMM）について、　H－Hロケッ 状に鑑み、日米協力による熱帯降雨観測ミッション（TRMM＞を早期

トと衛星のインタフェース及び降雨レーダー に実現し、その利用を図ることは、重要である。

と衛星本体のインタフェース等についての研

究に着手したい。 ’3．このため、降雨を三次元的に直接監視できる降雨レーダに関し、これ

までの研究の成果を踏まえ、電子走査用アンテナ素子、固体増幅器及び

熱帯降雨観測衛星（TRMM）搭載用レー アクティブアレイ部分のクリティカルコンポーネントの試作等の研究を

ダについて 続ける必要があるとともに、降雨レーダと衛星本体のインタフェース及

（郵政省） び衛星とH－Hロケットのインタフェース等所要の研究を行う必要があ

宇宙からの地球的規模の降雨観測等に必要 る。また、関係省庁、関係機関の間で十分前検討・調整を行うことが必

なレーダを米国の熱帯降雨観測衛星（TRM 要である。
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要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

搭載して宇宙で実証するため、TRM

Mを平成7年度ころにH－1ロケットにより

打ち上げることとし、衛星搭載用レーダにつ

いて所要の開発研究を行う。
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要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

（2）地球環境遠隔探査技術の研究 1．近年、地球温暖化、オゾン層の破壊、異常気象、海況変動等の地球規 共通基盤的な地球環境観測データ処理技術

（科学技術庁） 模での環境変動が問題となっている。従来の観測体制では、観測頻度、 及び個別の観測項目に関するデータ処理技術

観測範囲の点で問題があり、特に海域、極域、熱帯地域のデータが決定 の向上に資するため、地球環境遠隔探査技術

共通基盤的な地球環境観測データ処理技御 的に不足している。これに対し、地球観測衛星を用いたりモートセンシ の研究を行うことは妥当である。

及び個別の観測項目に関するデータ処理技術 ングは、広範囲で均質なデータを周期的かつ継続的に取得することが可

の向上に資するため、地球環境遠隔探査技術 能である。

の研究を行いたい。

2．我が国においても、昭和62年2月に海洋観測衛星1号（MOS－1

）を打ち上げており、また、海洋観測衛星1号一b（MOS－1b）、

地球資源衛星1号（ERS－1）を打ち上げる予定であるほか、地球観

測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）の開発研究を進めるなど、

この分野での研究開発を推進しているところである。

これらの地球観測衛星から得られるデータを有効に利用するため、デ

一タ処理技術の研究を研究機関の連携により、計画的、総合的に進めて

いく必要がある。

3．このような観点から、共通基盤的な地球環境観測データ処理技術及び

個別の観測項目に関するデータ処理技術の向上等に資するため、地球環

境遠隔探査技術の研究を行うことは重要である。
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●

要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

（3）地球環境グローバルモニタリングシステム
1．近年、地球環境問題が国際的に高い関心を呼びつつあり、このうち、 地球的規模の琿境問題への対応に資するた

について 温室効果問題については、炭酸ガス等の温室効果ガスの観測システムに め、地球の熱環境を直接的に把握する高性能

（通商産業省） 関する研究が行われているところである。 センサを始めとする地球的規模での熱収支の

解明のための監視、解析技術の研究に着手す

地球的規模の環境問題への対応に資するた 2．しかしながら、エネルギー政策等の円滑な実施のためには、温室効果 ることは妥当である。

め、地球環境グローバルモニタリングシステ 問題について・地球的規模での熱収支の解明のための取り組みは十分で

ムの研究に着手したい。 はない。

3．この観点から、地球の熱環境を直接的に把握するための、大気温度分

布計測センサ、地球表面温度計測センサ等の高性能センサを始めとする

温室効果の監視、解析技術に関する研究を行うことは有意義である。

，
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●

要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

（4）静止運輸多目的衛星についての研究 1．世界気象監視計画の一環として昭和52年7月の打上げ以来静止気象 運輸分野における内外の衛星利用ニーズの

（運輸省） 衛星シリーズは、日本のみならず、アジア・オセアニア地域の気象予報 高まりに対応して、GMSシリーズを基本と

や台風等の監視に多大の貢献を行ってきている。また、予報技術の進歩 しつつ、高度な気象観測業務、航空保安業務

運輸分野における内外の衛星利用ニーズの とともに、高機能な気象衛星の開発が期待される。 、船舶・航空機の捜索救助業務、交通事業者

高まりに対応して、GMSシリーズを基本と の運行（航）管理業務等、異なる利用目的に

しつつ、高度な気象観測業務、航空保安業務 2．一方、運輸分野においては、航空保安業務、船舶・航空機の捜索救助 対応しうる多機能かつ経済的な静止運輸多目

、船舶・航空機の捜索救助業務、交通事業者 　　　　　　　　　　　　　　　bﾆ務等の行政ニーズとともに、交通事業者による運行（航）管理業務等 的衛星について、衛星の利用目的が広範囲に

の運行（航）管理業務等、異なる利用目的に の運輸業界からのニーズに対する検討が必要となってきている。 わたることを考慮し関係諸機関との十分な調

対応しうる多機能かつ経済的な静止運輸多目 整を行いつつ、研究を行うことは妥当である。

的衛星についての研究を行いたい。 3．このような状況から、衛星による観測機能の向上、航空保安業務、船

舶・航空機の捜索救助業務の他、交通事業者の運行（航）業務管理等に

対する需要に対処しうる多機能で経済的な静止運輸多目的衛星について

、GMSシリーズを基本としつつ、検討を行うことは有意義である。

4．その検討に当たっては、衛星の利用目的が広範囲にわたることから、

関係諸機関との十分な調整が必要である。
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皿．通信の分野

要望　さ　れた事項 審　　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

1．通信衛星4号（CS－4）の開発 1．将来の増大かつ多様化する通信需要へ対処するため、より大型、高性 大型通信衛星に関する技術等の開発を進め

能、長寿命の通信衛星に関する技術の開発を進めることは有意義である。 るとともに、移動体衛星通信等増大かつ多様

通信衛星4号（CS－4）の開発 化する通信需要に対応し、また、通信衛星3

（科学技術庁） 号（CS－3）による通信サービスを引き継

大型通信衛星に関する技術等の開発を進め 2．また、離島を含む国内の中継回線、臨時回線等を継続、発展させるほ ぐことを目的とする通信衛星4号（CS－4）

るとともに、新たな移動体通信需要および高 か、新たな利用分野である移動体通信等についても対応を図ることが重 について、技術試験衛星VI型（ETS－VI）

度化かつ多様化する通信需要に対応すること 要である。 等これまでの開発成果を踏まえて、H－Hロ

を目的とする通信衛星4号（CS－4）につ ケットにより、通信衛星4号一a（CS－4

いて、技術試験衛星VI型（ETS－VI）等こ 3．昭和63年に打ち上げられた通信衛星3号（CS－3）は、その寿命 a）を平成6年度に、通信衛星4号一b・（C

れまでの開発成果を踏まえて、H－Hロケッ が7年であることから、平成6年度にはCS－3によるサービスを継続 S－4b）を平成7年度に打ち上げることを

トにより、通信衛星4号一a（CS－4a） する通信衛星を打ち上げる必要がある。 目標に開発に着手することは妥当である。

を平成6年度に、通信衛星4号一b（CS一

4b）を平成7年度に打ち上げることを目標 4．このような観点から、通信衛星4号（CS－4）について、技術試験

に開発に着手したい。 衛星W型（ETS－V【）面これまでの開発成果を踏まえて、　H－Hロケ

ットにより、通信衛星4号一a（CS－4a）を平成6年度に、通信衛

通信衛星4号（CS－4ヨ及びCS－4b 星4号一b（CS－4b）を平成7年度にそれぞれ打ち上げることを目

）の開発について 標に開発に着手する必要がある。

（郵政省）

通信衛星3号（CS－3）による通信サー
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要望された事項

ビスを引き継ぐとともに移動体衛星通信等増

大かつ多様化する通信需要に対処し、また、

通信衛星に関する技術の開発を進めるため、

通信衛星4号一a（CS－4a＞を平成6年

度に、通信衛星4号一b（CS－4b）を平

成7年度にそれぞれ打ち上げることとし、開

発を行う。

審 議 内 容 審　議　結　果
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雨

要望　さ　れた事項 審　　議　　　内　　容 審　　議　　結　　果

2．実験用データ中継・追跡衛星 1．1990年代後半には、我が国においても有人宇宙施設である宇宙ス 衛星データ中継・追跡技術の開発を行うと

（EDRTS）の開発研究 テーション取付型実験モジュール（JEM）等の運用のために、地上局 ともに、地球観測プラットフォーム技術衛星

との間に連続的で高速のデータ通信手段が必要となる。 （ADEOS）等との間でデータ中継・追跡

実験用データ中継・追跡衛星 の実験運用を行い、併せて、高度な放送衛星

（EDRTS）の開発研究 これを効果的に実現する手段として、国際的な相互支援が可能な衛星 技術及び高機能な移動体通信衛星技術の開発

（科学技術庁） を利用したデータ中継・追跡システムを構築する必要があり、この分野 を行うことを目的とする実験用データ中継・

宇宙ステーション取付型実験モジュール（ における相互運用支援については、米国航空宇宙局（NASA）、欧州 追跡衛星（EDRTS）について、技術試験

JEM）等の効率的な運用のためには、我が 宇宙機関（ESA）と日本との間で調整が進められているところである。 衛星VI型（ETS－VI）等これまでの開発成

国として、国際的に相互支援が可能な衛星デ 果を踏まえて、平成7年度頃にH－Hロケッ

一部中継・追跡システムが必要とされる。こ JEM等の運用の基盤となるこのようなシステムについては、システ トにより打ち上げることを目標に開発研究に

のため、同システムの実運用に先立って、衛 ム技術、機器技術及び運用技術の開発を行い、実運用に先立って地球観 着手することは妥当である。

星データ中継・追跡技術の開発を行うととも 測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）等との間でデータ中継・追

に、地球観測プラットフォーム技術衛星（A 跡についての実験運用を行うことが必要である。

DEOS）等との間でデータ中継・追跡の実

験運用を行い、併せて、高度な放送衛星技術 2．一方、高精細度テレビジョン放送等の高度な放送システム及び地域別

及び高機能な移動体通信衛星技術の開発を行 衛星放送等に関する技術として、22GHz帯の高度な衛星放送技術の

うことを目的とする実験用データ中継・追跡 開発が必要である。

衛星（EDRTS）について、平成7年度頃

にH－1ロケットにより打ち上げることを目 3．また、移動体通信の利便性の向上のためには、通信と測位とを一体化
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要望　さ　れた事項
m

審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

標に、開発研究に着手したい。 した高機能な移動体通信衛星技術の開発が重要であり、このため、技術

また、開発に当たっては、これまでのデー 試験衛星VI型（ETS－VDと組み合わせて実験を行う必要がある。

タ中継・追跡衛星システムに関する研究並び

にETS－VIの開発の成果を踏まえて進める 4．従って、衛星データ中継・追跡技術の開発を行うとともに、データ中

とともに、衛星データ中継・追跡の分野にお 継・追跡の実験運用を行い、併せて、高度な放送衛星及び高機能な移動

ける国際協力の推進に留意することとする。 体通信技術の開発を行うことを目的とする実験用データ中継・追跡衛星

（EDRTS）について、平成7年度頃にH－Hロケットにより打ち上

放送及び通信の技術開発のための複合型衛 げることを目標に開発研究を行うことは重要である。

星の開発研究について なお、開発に当たっては、これまでのデータ中継・追跡衛星システム

（郵政省） に関する研究及びETS－V【の開発の成果を踏まえて、衛星データ中継

今後の放送衛星に必要な高出力中継器技術 ・追跡の分野における国際協力の推進に留意することが必要である。

等の高度放送衛星技術の開発及び移動体通信

と測位の一体化サービスのための高機能移動

体衛星通信技術の開発を行うことを目的とす

るミッション機器を搭載した技術開発用の衛

星について所要の開発研究を行う。

一
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IV．人工衛星系共通技術の分野

要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

1．技術試験衛星VI型（ETS－VI）の開発 1．技術試験衛星VI型（ETS－VI）については、現在開発を進めている 技術試験衛星VI型（ETS－VI）について、

（科学技術庁） H－Hロケット試験機2号機により、平成4年度に打ち上げることを目 H－Hロケットの開発スケジュールの見直し

標に開発を進めているところである。 に対処するため、打上げを平成4年度から平

技術試験衛星VI型（ETS－VI）について 成5年度に変更して実施することを目標に、

は、H－Hロケットの開発スケジュールの見 2．一方、H－Hロケットの第一段エンジン（LE－7）の開発過程に生 引き続き開発を進めることは妥当である。

直しに基づき、打上げを平成4年度から5年 じた技術的問題点の検討の結果＼試験機2号機の打上げ時期を平成4年

度に変更して実施することを目標に、引き続 度から5年度に変更する必要が生じた。

き開発を進めたい。

3．したがって、ETS－V【については、打上げを平成5年度に変更して

実施することを目標に、引き続き開発を進めることが適当である。

、
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（参考資料）

1．第16号科学衛星（MUSES－B）

　（1）構　成

打上げロケット

計画軌道

重量

形状

電力

姿勢制御

搭載実験装置

M－V型

近地点高度約1，000k皿，遠地点高度約20，000kmの長楕円

軌道，軌道傾斜角約31度

約700kg

箱形、一面に大型展開アンテナを搭載

約400W
三軸姿勢制御

大型展開アンテナ（直径10m級）ならびに多周波給電

系・低三音増幅器及び冷却系・大容量データ伝送系・信

号処理ならびに基準周波数供給系

一18一

（2）概念図
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2．地球観測プラッ．トフォーム技術衛星（ADEOS）

　　（1）構　成

’●

●

形
構
状
造

重　　　　量

’発生電力

搭載観測機器

軌　　　　道

姿勢制御方式

目標寿命
打上’げロケット：H－Hロケット

：H－IIロケットに収容可能な形状とする。

：バスモジュール、ミッションモジュール、推進モジュールの3つのモジュールにより構成する。さらに、バスモ

　ジュール、ミッションモジュールはユニット化を行う。

：約3．2ton（衛星／ロケット分離時）

：約3．5kW

：海色海温走査放射計（OCTS）、高性能可視近赤外放射計（AVNIR）、AOセンサ

：太陽同期準回帰軌道（高度約80．Okm）

：三軸姿勢制御

：3年’ @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，｝o己一

（2）概念図
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Y
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（地球方向）
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アンテナ

零潔

　儀、
　　4

＼．玉’

　　　　蓉．

’§

　零3
　　　＼4L

縦隔．

　　漁、

高性能可視近赤外放射計

　　（AVNIR）

　
　
　
ル

　
　
　
ド

　　

@
湖

　　

@
驕

＼
．

＼ミッションデータ処理・通信ユニット②

、
へ
＼

＼

、
ノ

こ
こ

く≒一一r一一一通信・データ処理ユニット

　　　　　　　グ

ー19一 @　ミッションデータ処理・通信三昌ットω



（3）観測センサの主要諸元及び概念図

　　　　　　　OCTS主要諸元 （暫定値）

項　　目 目　　標　　仕　　様

観測バンド
可視域　　6バンド　　　　中間赤外域

ﾟ赤外域　2バンド　　　　熱赤外域

1バンド

Rバンド

走 査 角 約±40。　（地表面距離　約1400km）

瞬時視野角 0．85mrad（地表面距離　約700m）

チルト機能 最大チルト角±20。　設定ステップ5。

走査方式及び

@光学系方式
機械式走査と反射光学系の組合せ

重 量 約290kg

消費電力 約300w

AVNIR主要諸元 （暫定値）

項　　目 目　　標　　仕　　様

観測バンド

マルチバンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　パンクロバンド

ﾂ視域　　　　3バンド　　　　　可視域　　　1バンド
ﾟ赤外域　　　1バンド

走　　査　角 約5．7。　（地表面距離　約80km）

瞬時視野角
マルチバンド　　20μrad（地表面距離　約16m）パンクロバンド　10μrad　（　　〃　　　　約　　8m）

ボィンテインク機能 ±40。　（地表面距離　約1400km）

走査方式及び

@光学系方式
電子走査と反射屈折系の組合せ

重　　　　量 約250kg

消費電力 約250w

放射冷却部

可視近赤外光電変換部

分光・光学系 集光・分光部 ／
＼走査機構部

フード

。　多

1
レ

ジ

ー

　　　校正部

ポインティング機構部

7

ヘ
ー　　　，

走査ミラー ポインティングミラー
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●．

（4）搭載候補AOセンヂ

セ　　ン　サ　　名 提案国・機関 観　　　測　　　対　　　象

NSCAT
mASA　Scatしerometer

米国・NASA 海上風の風向、風速のグローバルな観測

TOMS
sota1　0zone　Mapping　Spectrometer

米国・NASA オゾン量全量及び二酸化イオウ全量のグローバルマッピング

POLDER
oolarization　and　Directionality　of

狽??@Earth’s　Reflectance

フランス・CNES 地球表面や大気で反射される太陽光のPolarization及びDirectionality

温室効果ガス観測装置． 日本・通商産業省

@　　　　　　　、

大気中のC。，，CH、　N、。その他の温室効果気体の水平分布のグ。こバルな

ﾏ測

ILAS
hmproved　Limb　Atomosheric　Infrared

rpectrometer

?ﾇ型大気周縁赤外分光計

日本・環境庁 高緯度地方の大気中の微量成分（オゾン、CO2，CH。　H20，エアロゾル等）の

sx分布

地上レーザ反射用リトロレフレクタ 日本，・環境庁 地上レーザレーダからのレーザ光を反射することにより地上上空のオゾ

刀Aフロン、　CO2等の全量を測定

＊「リモートセンシング推進会議」において搭載を提言されたもの

一21一



り●

（5）開発スケジュール

　　　　　　　　　　年度

?ﾚ
62 63 1 2 3 4 5 6 7

概念設計 予備設計 AOインタフェース調整 基本設計

▲PDR　　　詳　細 　　　　▲
@　　　CDR

ﾝ　計 維持設計

▲　▲
oSR 打上げ

初山運用定常運用

衛星バス

@システム設計

@エンジニアリングモデル

wプ・トフライトモデル

輸送

システム設計

OCTS／AVNIR

@ブレッドボードモデル

@エンジニアリングモデル

@プロトフライトモデル

「

PDR：基本設計審査

bDR：詳細設計審査

oSR：出荷前審査

AOセンサ
　△
`O出発

△AO締切 　△
`O選定

　△
c相当

　△

c相当

データ取得・処理等システム整備

ロケット／打上げ／追跡管制／筑波

備　　　　　考

　△
lOS－1b

　△
dRS－1

△ETS－VI 　△
dDRTS
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3．通信衛星4号（CS－4）

（1）構　成

形
重
軌
寿

状
三
道
命

打上げロケット

：H－Hロケットのフェアリングに収容可能な形状

：静止衛星軌道上初期　約2000kg

：静止衛星軌道（CS－4aは東経132度、CS－4bは東経136度）

：10年

：H－Hロケット

●・

（2）概念図

Lバンド及びKaバンド用アンテナ・

●「

　　　　　Cバンド及びSバンド用アンテナ

ご
’巳” P竃II川1

ガ

竃噛11
ロド

囮

Kaバンド用アンテナ

Kuバンド用アンテナ

一23一
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尋●

（3）開発スケジュール

　　　　　　　　　　年度

?ﾚ

1 2 3 4 5 6 7

マ　イ　ル．ス　ト　・ン

△PDR △
C
D
R

△　　　　　△

oQR　　　4a

△4b　　打上げ

概念検討 予備設計　　基本き。又計　　　　詳細設。計 維持設計

設　　　　　　　計

部品調達 PFM／FM

衛星システ　ム

ロ■■卜■一一 一

EM

H’
撃h
hlh
l
l
　
I

ミッション機器 EM／PFM／FM
1
1

1　　　巳
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4．実験用デ・一タ中継・追跡衛星（EDRTS）

（1）構　成

形
重
軌
バ
寿

状
三
道
ス
命

打上げロケット

：H－Hロケットの衛星フェアリングに収容可能な形状

：約2トン（静止軌道上初期）

：静止軌道（静止位置は東経90度～110度を想定）

：ETS－VI性能向上バスの活用

：データ中継・追跡ミッションは7年、衛星放送ミッション及び移動体衛星通信ミッションは3年程度

：H－1ロケット

’●一 （2）概念図

Kバンドフィーダリン鯛アンテナ㈱2mφ）

●
衛星聞辺侶b用S／：Kバンドアンテナ（約5mφ）

諺蕊

畝

衛星放送実験及ぴ移動体衛星通信実験用アンテナ
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b●

（3）開発スケジュール

　　　　　　　　　年度

?ﾚ
63 1 2 3 4 5 6 7

概念設計（その1） 概念設計（その2｝ 予備設計 基本設計

△
P
D
R
　
　
詳
細
量

。又計

△　　　　　　　　△　　　　　　　▲

bDR　　　　　PQR　　　打上げ

@　　　維持設計

　マイルス　トーン

@　　　　ー

Vステム設．計

oス系部分試作／試験

Gンジニアリングモデル

vロトフライトモデル

試作／試験

EM

　一
oFM

衛星間通信機器

試作／試験

EM
1

PFM

l
l
l
l
置

聖

高機能移動体衛星通信

@　実験機器

@　　及び
sx衛星放送実験機器

一　一　唱一　一　一 一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一 一　一　幽　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一

lEM

ﾛ＿＿＿＿＿
　　　塞一■一■闘一噸馳■一●

PFM

地上支援装置

PDR：基本設計審査

CDR：詳細設計審査

PQR：認定試験後審査
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（参考1）

＆

●

宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について●

平成元年7月3日
宇宙開発委員会第一部会

　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（平成元年6月28日宇宙

開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に定めると

ころによるものとする。

1．審議事項

　平成2年度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計画につ

いて調査審議を行うものとす．る。

2．審議日程

　　1．の審議結果は、平成2年3月中句までに取りまとめることを目途とす

　る。ただし、平成2年度における宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させ

るべき事項については、平成元年8月上句までに取りまとめることを目途と

する。

3．審議方法

　調査審議に当たっては、内外の情勢変化、字宙の利用に関する長期的見通

　し・研究及び開発の進捗状況、各省庁の要望、財政事情等を踏まえ、次のよ

　うな観点から宇宙開発に関する施策について調査審議するものとする。

一27一

①　必要性、緊急性

②　実施の技術的可能性

⑨宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

④　宇宙開発に関連する技術の系統的育成及び国産化

⑤　射場の打上げ能力、必要な地上施設の整備等関連する他のプ回グラムと

　の関連

4．分科会

　　平成2年度における宇宙開発関連経費の見積り方針に反映させるべき事項

　については、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系分科会におい

　て、次に定める所掌事項により調査審議を行うものとする．

分科会の名称 所　掌事項
衛星系分科会 人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試験施

ﾝ、追跡管制等の地上施設、ソフトウェア等に関するこ

ﾆ。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属するものを除く．）

輸送系分科会 ロケットなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステム、

F宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、ソフト

Eェア等に関すること。

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーション、有人サポート技術、宇宙環境利用に

ﾖする研究、施設等に関すること。

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たってほ、必要に応じ、関係行政機関等から資料の

提出、説明等を求めるものとする。
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